
県中管内における除染の取り組みについて（途中経過報告） 

施工場所：福島県県中建設事務所管内 

１．管内市町村の除染への取り組み状況 

２．県中建設の除染実施方針 

  東日本大震災の記録 

・県中管内１２市町村全てが、汚染状況重点調査地域に指定されており、法
定計画＊）を策定している。 

・住宅除染は、郡山市、須賀川市、田村市、天栄村、三春町の５市町村で実
施されている。 

 
＊） 法定計画：「平成二十三年三月十一日に発生した東日本地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所
の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」に基づく計画 

・各市町村が除染計画に基づき実施する、面的除染区域内にある建設事務
所管理施設について、除染を実施する。 

・各市町村が除染計画で、優先的に実施すると位置付けている施設は、建設
事務所管理施設も、同様に優先的に除染を実施する。 

・除染の実施時期は、市町村の面的除染実施に合わせ、速やかに実施出来
るよう各種工程を調整する。 
・除染工法については、市町村が実施する工法を基本として実施する。 

 

市町村名 
除染計画 
の策定 

対象範囲 
市町村における 
除染の考え方 

郡山市 
○ 

(法定） 
全域 

・年間5mSvを超える区域はH25までに除染を実施 
・年間5mSv以下の区域はH27まで除染を実施 

須賀川市 
○ 

（法定） 
全域 ・岩瀨、長沼、仁井田等重点地区はH25までに除染実施 

田村市 
○ 

（法定） 
全域 

・H25までに除染を実施（2年間で実施） 
・H24は都路、上移、古道地区を実施 

鏡石町 
○ 

（法定） 
全域 

・H25までに除染を実施（2年間で実施） 
・0.23μ Sv/h未満は局所除染 

天栄村 
○ 

（法定） 
全域 ・0.23μ Sv/h以上の区域を対象 

石川町 
○ 

（法定） 
一部区域 ・当面0.23μ Sv/h以上の5箇所を優先的に除染 

玉川村 
○ 

（法定） 
全域 ・H25までに除染を実施（2年間で実施） 

平田村 
○ 

（法定） 
全域 ・現在は、農地除染を優先 

浅川町 
○ 

（法定） 
施設中心 ・対象範囲は今後選定（道路は対象外） 

古殿町 
○ 

（法定） 
全域 ・0.23μ ｼｰﾍﾞﾙﾄ／h以上の地点を優先的に除染 

三春町 
○ 

（法定） 
全域 ・町全域となる 

小野町 
○ 

（法定） 
全域 ・町全域となるが0.23μ Sv/h以上は全体の10% 

表－１ 管内市町村の除染計画概要 

３．管内県管理施設の除染実施状況 

・郡山市が、空間線量率が比較的高い区域を優先し、特に子どもが利用
する公共施設を優先実施する方針であるため、県営住宅団地内の児童遊
園の除染をH24年10月に発注し、実施している。 

・郡山市、三春町が面的除染を実施する区域内にある建設事務所管理施設
（県営住宅団地、県道）の除染を発注し、実施している。 

 県中建設事務所 

 企画調査課 主任主査 山野辺豊 



４．除染業務を進めるに当たっての問題点とその対応 

５．今後の除染業務を円滑に進めるための提案 

・除染担当者会議等により、除染業務に関する情報共有を図る。 
・汚染の状況、対象物に応じた除染方法の標準化を図る。 
・除去土壌の減容化と仮置場が不足した場合の現場保管方法の検証を行う。 
 

番号 除染施設 市町村名 業務内容 工     期 受注者 

1 県営住宅１１団地内の児童遊園２７箇所 郡山市 
遊具除染、表土除去  
A=14,110m2 

H24.10.10 ～ H25.3.22 二嘉・昭和特定建設工事共同企業体 

2 (一）県道本宮常葉線 三春町 道路除染L=１．５９ｋｍ H24.11.28 ～ H25.3.25 (株)齋藤組 

3 県営住宅団地（五百渕団地） 郡山市 
建物除染、表土除去 
A=14,364m2 

H24.12.21 ～ H25.3.22 隂山建設(株) 

4 県営住宅団地（高倉・亀田・島団地） 郡山市 
建物除染、表土除去 
A=20,909m2 

H25.2.4 ～ H25.3.29 （資）共立社 

表－２ 県管理施設の除染業務発注状況 写真－１ 除染作業状況 
   （県営住宅柴宮団地内児童遊園） 

【情報収集】 
・市町村の除染内容 
・他管内の状況、 
・除染方法等 

【市町村との打合せ】 
・除染時期の調整 
・除染方法、範囲等 
・除去土壌の仮置場 
・費用負担方法 
・他市町村の情報提供 

除染範囲、除染対象、 
工法の確定 

積算資料、設計書作成 

起工・入札 

受注業者打合せ 
除染作業開始 

除染説明会 
立会 

同意書取得 
（民地部） 

・発注方式の検討 
・発注者支援事業 
 の活用検討 

入札・公告資料作成 

《市町村との協議段階》 
・除染業務の実施には、市町村との調整が不可欠であり、
協議事項が多いが、各市町村は実証実験や面的除染
の執行が優先のため、他機関への情報提供が適切に
行えない状況がある。このため、こちらから他市町村の
情報等を提供する等、密に連絡し、検討段階から情報
を得られるように努めているが、十分とは言えない。 

・県管理施設から発生する除去土壌等については、県で
仮置場を確保するよう求められることもある。現在のと
ころ独自に確保できない場合は、県管理施設の除染は
出来ない事を説明し、市町村の仮置場へ搬入すること
の理解を求めている。 

《除染業務発注段階》 
・環境省のガイドラインに記載がない工法を採用する場
合、環境省福島環境再生事務所との協議に時間を要し
た。 

・数量算出のため使用する台帳が適正に更新されていな
いため、算出根拠の精度が問題となり、現地調査が必
要である。 

図－１ 除染業務フロー 
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